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2025年 3月より、国際耕種は、国際乾燥地農業
研究センター（International Center for Agricultural 
Research in the Dry Areas：以下、ICARDA）が実施
する「Reversing Egypt's Diminishing Food Security」
のプロジェクト実施パートナーとして参画した。
本稿では、プロジェクトの概要と国際耕種が担当
する活動について紹介する。今後、不定期ではあ
るが、ICT を活用した市場志向型農業支援や小規
模農産物加工など、各分野での活動内容について
紹介していきたい。 

近年、エジプトでは、人口増加や気候変動に加
え、ナイル川流域の水資源を取り巻く環境の変化
を背景に、水資源の確保と食料安全保障の強化が
重要な政策課題となっている。また、農地の細分
化や土壌の塩害、灌漑施設の老朽化、農業普及サ
ービスの機能低下などにより、限られた農地・水
資源を有効活用しながら、生産性と農家所得の向
上を図ることが求められている。さらに、世界的
な食料価格の高騰も、食料輸入への依存度が高い
エジプトの食料安全保障に大きな影響を及ぼして
いる。 

こうした課題に対応するため、本プロジェクト
では、太陽光発電を活用した灌漑システムや省水
型灌漑技術の導入、塩害農地の再生、耐塩性品種
の普及に加え、ICT を活用した農業普及サービス
の強化や小規模食品加工の導入を組み合わせるこ
とで、農村地域における持続可能な農業生産の実
現を目指している。また、その実現に向けて、農
業普及員や農家の能力強化も重要な柱として位置
付けられている。 

国際耕種は、本プロジェクトにおいて、ミニヤ
県及びケナ県の 2 県を対象地域として、ICT を活

用した市場志向型農業支援、小規模農産物加工拠
点の整備支援、農業普及員及び農家への研修・能
力強化を主に担当した。現地調査を通じて農家や
普及員のニーズを把握し、ICARDA が開発したデ
ジタル営農支援アプリ「GeoAgro-Misr」へ、市場
調査、営農計画、収支管理など市場志向型農業に
関する機能を追加するとともに、普及員・農家向
け研修を実施した。また、農村女性グループを対
象に、小規模食品加工機器の導入及び研修も実施
した。 

国際耕種はここ数年で、パキスタン、スーダ
ン、ウガンダなどの JICA 事業を通じ、市場志向
型農業、食品加工、ICT を活用した農業普及など
に取り組んできた。また、ICARDA とはシリアな
どで乾燥地農業分野での連携を重ねており、本プ
ロジェクトでは、双方の知見を活かせる新たな分
野で協力する機会となった。日本政府（在エジプ
ト日本国大使館）の支援による本案件は、国際耕
種にとって新たな協力スキームでの取組でもあ
る。 

筆者は学生時
代にカイロへの
短期留学と上エ
ジプトの農村で
のファームステ
イを経験してお
り、エジプトは
思い入れの深い国である。今回、上エジプトの農
家や普及員と仕事ができることを嬉しく思うとと
もに、現地農家の支援に少しでも貢献できればと
考えている。 

 （2026年 8月中村） 

 ICARDAエジプト案件 

ケナ県での対象農家グループ選定実
施風景 



技術協力プロジェクトのスピンオフ 
〜予定調和を超えて、「かけあい」（Call and Response）が生む、もう一つの成果〜 

 

道具からはじまる何か 
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技術協力の現場では、さまざまな道具や機材が
導入される。当然、それぞれには目的がある。木
を伐採するためのノコギリ、調理研修に使用する
ためのオーブンや鍋、食器。しかし、プロジェク
トから供与された道具がいったん現場の人びとの
手に渡ると、当初の目的だけに使われるとは限ら
ない。今回はスーダンで経験した、ロータリー式
ノコギリと台所用品という、取り合わせの違う二
つの道具からはじまったスピンオフを紹介した
い。 
一つ目は、外来樹種メスキートの資源管理から

はじまった。繁茂するメスキートを単に除去する
のではなく、伐採した木を薪や炭として利用しな
がら継続的に管理する。そのため、刈り取り頻度
や高さを検討するとともに、ロータリー式ノコギ
リによる伐採や、種子の拡散を抑えるための破砕
（crushing）など、作業の機械化も進められてき
た。ところが、プロジェクトが供与したこのノコ
ギリが別のところでも働きはじめた。農家が地域
の重要な換金作物であるヘナの収穫に使いはじ
め、最近ではコムギの収穫にも利用されている。
その背景には、スー
ダン農村部の慢性的
な労働力不足があ
る。収穫期に十分な人
手を確保できないな
か、農家が手元の道具
を別の作業にも使って
みたのである。さら
に、同様のノコギリを
自ら購入する周辺農家も現れた。メスキート管理
のための道具が、使う側によって本当の意味で
「多目的」になったのである。 
もう一つの出発点は、オーブンや鍋、食器など

の台所用品である。これらも、ある州の農業普及
部門が農村女性への研修に使うため、プロジェク
トから供与されたものだった。研修を受けた二人
の女性は、これらを使って料理をつくり、普及局

の一角で食堂をはじめるアイデアがあった。大き
な投資ではなく、まず手元にあるものを使った小
さな商売であった。そして、二人の料理の腕がよ
かった。評判は口コミで広がり、農業省以外の政
府機関やドナー関係者も訪れるようになった。客
が増えるにつれて雇用も増え、厨房や食事スペー
スも整備された。さらに、一人の女性の娘が別の
政府機関で「2 号店」
を開き、周囲にも類似
の小さな飲食ビジネス
が現れた。研修用の台
所用品からはじまった
活動が、一軒の店とな
り、雇用を生み、さら
に別の場所へと広がっ
ていったのである。 
ロータリー式ノコギリと台所用品。ずいぶん違

う道具だが、その後の展開はよく似ている。農家
はノコギリの用途を広げ、役に立てば自分で購入
した。農村女性は台所用品を商売の道具に変え、
売れれば人を増やし、店を広げた。そして、その
やり方を娘や周囲の人が別の場所で試した。こう
した動きは、外から「主体性を持ってください」
と言って生まれるものではない。自分で使い方を
変える、自分で買う、商売にする、人を雇う、そ
して誰かがそれを真似する。そうした小さな判断
の積み重ねのなかで、活動の主体は少しずつ現場
の側へ移っていく。シリーズ第 1 回では、技術や
経験が現場の生活や仕事に取り込まれ、地域のや
り方と結びついていく過程を「内在化」「内製
化」と表現した。 
プロジェクトから供与された道具には、まず想

定された用途がある。しかし、その先の使い方ま
で決まっているわけではない。ノコギリからヘナ
やコムギへ、台所用品から食堂や雇用へ。道具か
ら何がはじまるかは、使う人たちの手に委ねられ
ている。そんなところにも、技術協力プロジェク
トのスピンオフが現れる。 

ロータリー式ノコギリによ
るメスキートの伐採風景 

供与した台所用品から 

着想した食堂のにぎわい 



国際耕種が考える「資源管理」とその「技術開発」＜その 8＞ 

 
地域資源活用型畜産～家畜は何を生産しているか？～ 
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近年、気候変動対策の議論において、農業から
排出される温室効果ガス、とくに畜産由来のメタ
ンや一酸化二窒素への対策が課題となっている。
そのため、畜産は環境負荷が大きい産業として否
定的に捉えられることも少なくない。一方で、
AAINews132 号で紹介したリジェネラティブ農業
の考え方では、家畜を農地や生態系に適切に組み
込むことで、土壌や植生、養分循環などの維持・
再生に果たす役割があることにも、改めて注目が
集まっている。 
筆者は現在、大分

県竹田市の久住山麓
の集落で、近隣農家
と共同で 10頭ほどの
ヤギとヒツジを飼育
している。もともと
は羊毛の利用やペッ
トとして飼い始めた
のだが、人の手だけ
では維持が難しくな
った農地を、動物の
力を借りて管理しよ
うと、遊休地での放
牧を行っている。 
 筆者の住む地域では、平坦地が少なく田畑の規
模拡大が難しいことから、限られた農地や山林を
活用し、和牛の飼育と稲作、シイタケ栽培などを
組み合わせた複合経営が営まれてきた。豊後大野
市朝地町温見地区では、こうした地域条件を生か
したクヌギ林での林間放牧が現在でも行われてい
る。クヌギはシイタケ栽培のホダ木（原木）とし
て利用される。5月から 11月にかけて、牛たちは
クヌギ林に放牧され、林床の野草やササなどを採
食する。牛が舌を使って下草を食べる、いわゆる
「舌刈り」により、林内管理の労力が軽減され、
シイタケの原木栽培に適した環境が維持されてい
る。 

 また、竹田市久住
町は大分県内有数の
肉用牛生産地域であ
る。久住高原には、
古くから野焼きや放
牧、採草によって維
持されてきた草原が
広がっていた。高度
経済成長期以降は、
肉用牛振興を目的
に、国や県の草地開
発事業により大規模
な草地が整備された。現在も草原を維持するため
の野焼きや飼料用の採草が行われ、一部では放牧
も続けられている。 
 「里山畜養」という言葉をご存じだろうか。こ
れは、北海道白老町のイコロの森で提唱されてい
る考え方である。筆者の解釈では、家畜を肉や乳
を生産する動物としてだけでなく、里山の管理を
担う存在として捉えるものであり、採食や移動、
排せつといった家畜本来の行動や特性を活かしな
がら、草地や森林、遊休地を維持・再生していく
営みを指す。 
先ほどの事例を「里山畜養」の視点から見てみ

よう。朝地町の林間放牧では、牛が下草を食べる
ことでクヌギ林の管理が促され、シイタケ栽培を
支えている。久住高原では、牛の飼育と結びつい
た野焼きや採草、放牧が続けられることで、草原
景観と多様な草原生態系が維持されてきた。この
ように、家畜は畜産物を生み出すだけでなく、そ
の飼育をめぐる人々の営みを通じて、地域資源の
管理にも関わる存在として捉えることができる。 
地域にはそれぞれ、固有の資源や十分に活用さ

れていない資源がある。それらの資源を生かすた
めに、どの動物に、どこで、どう働いてもらうの
か。その組み合わせを考えることもまた、地域資
源を生かす一つの技術であろう。

セイタカアワダチソウが繁茂し
ていた遊休地で放牧を始めて 1

年。多様な雑草が生えてきた 

阿蘇くじゅう国立公園に指定さ
れている久住高原の草原景観 



ラオス帰国研修員フォローアップ調査＜その 3＞ 

― 人材育成と広がる波及効果 ― 

Appropriate Agriculture International Co., Ltd.  |  04 

No. 133 August 2026 

最終回となる第 3 回では、日本での研修を通じ
て育成された帰国研修員が、現地でどのような役
割を担い、その成果が組織や地域にどのように広
がっているのかについて紹介する。 
今回のフォローアップ調査を通じて特に印象的

であったのは、帰国研修員がそれぞれの所属機関
において、技術者としてだけでなく、指導者や調
整役としての役割を担い始めている点であった。
農家への技術指導に加え、同僚や上司と協力しな
がら活動を進める姿からは、研修を通じて培われ
た主体性や責任感の高まりが感じられた。 
実際に多くの帰国研修員からは、「日本での研

修を通じて、自信を持って人前で説明できるよう
になった」「農家から質問を受けても、根拠を持
って説明できるようになった」といった声が聞か
れた。特にプレゼンテーションや実験結果の発
表、グループワークなどの経験は、帰国後の業務
に大きく役立っているようであった。技術そのも
のに加え、「どのように考え、どのように伝える
か」を学んだことが、農家や同僚との関係構築に
つながっていることがうかがえた。 

Clean 
Agriculture 
Standard Center
（CASC）では、
複数の帰国研修員
が農家への技術指
導や実証試験に取
り組むとともに、
農家グループの活動も支援していた。小規模農家
が多いラオスでは、農家同士の協力も重要であ
る。帰国研修員は、農家グループを通じた技術や
経験の共有を支援しており、こうした取り組みが
個々の農家から地域への技術普及につながりつつ
ある。 
教育機関である Champasak Agriculture and 

Forestry College（CAFC）では、帰国研修員が教

育者としての役
割 を 広 げ て い
た。授業や実習
の中で日本で学
んだ技術や考え
方を学生に伝え
るだけでなく、
教材作成やカリ
キュラム改善に
も関与していた。「研修で学んだ内容を次の世代
に伝えることが自分の役割だと考えている」と語
っており、研修成果が学生教育という形でも波及
していることが確認された。 
また、今回の調査では、帰国研修員のキャリア

面での変化も見られた。帰国後に昇進した帰国研
修員や修士課程へ進学した帰国研修員もおり、日
本での研修で得た知識や経験が、その後のキャリ
ア形成にも良い影響を与えていることがうかがえ
た。 
さらに、プロジェクト・サイクル・マネジメン

ト（PCM）で学んだ問題分析や目的分析の手法
が、帰国後の業務にも活かされていた。複数の帰
国研修員から、課題を整理しながら計画を立案
し、関係者を巻き込んで活動を進める際に役立っ
ているとの声が聞かれた。 
今回のフォローアップ調査を通じて、日本での

研修は技術の習得だけでなく、人材育成や組織強
化、さらには地域への波及効果をもたらしている
ことが改めて確認された。帰国研修員たちは、そ
れぞれの現場で経験を積みながら、技術の担い手
であると同時に、人材育成や地域への技術普及を
担う存在としても成長を続けている。 
本シリーズでは 3 回にわたり、ラオスにおける

帰国研修員の活動を紹介してきた。今回の調査で
確認された成果や課題を今後の研修に反映させる
ことで、日本での学びがさらに現地に根づき、持
続的な農業発展につながることを期待したい。 

筆者（中央）と帰国研修員 

帰国研修員による実験圃場の様子 
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